
 第３号様式（第６条第１項関係） 

市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告部課      

平成30年11月5日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

平成30年11月5日（月）午前9時30分～ 本庁舎3階会議室301 

２ 出席者 

総務課 篠宮課長、村越主査、佐藤主査補、本橋主査補 

３ 件名 

平成31年度(2019年度)白井市行政組織の再編について 

４ 会議結果 

■ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

・行政経営改革課としろいの魅力発信課は特命事項を担い、情報管理課は専門性を高め

るために創設した課である。しろいの魅力発信課は班として引き継がれ、行政経営改

革課の公共施設管理については課名を変えて残るが、情報管理課については班名も残

らず消えてしまう。なぜ廃課するのかなどもう少し整理して説明を加えて欲しい。 

⇒整理する。 

・班の統廃合について、今回の提案で上がっていない部分についても前倒しして実施し

ても良いのか。 

⇒今回の提案のほかに、前倒しして班の統合等を見込めるところがあれば総務課へ報告

してほしい。 

 

【指示】 

・前倒しして班の統合等を見込めるところがあれば総務課へ報告すること。 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定
を要する事

項）

部課名 　総務部総務課

付議事案

平成３１年度（２０１９年度）白井市行政組織の再編について

１　行政組織について
・平成30年度組織　9部等35課等68班等
今後、定員管理において職員数を減少することとしている。また、管理職をはじめ知識と経
験を有する大量の定年退職者が見込まれる状況から、効率的かつ効果的な組織の構築を
目指し、組織のスリム化を図る必要がある。（目標：H31年度30課、H32年度28課とする）

２　係制・スタッフ制など組織体制について
現在の組織体制は、平成６年度に係制から一部スタッフ制を実施、平成１５年度からは部
制導入に併せて完全実施し、いわゆる中間管理職（係長相当職）も班員として担当業務を
担うことで、職員総戦力化を図り、できる限り職員数を抑制した中で柔軟で効率的な組織
体制を目指してきた。
しかしなかがら、スタッフ制では職員それぞれが担当業務を持つことの弊害として、課内及
び班内の職員間で事務量が偏り、担当任せによるチェック機能の甘さや業務に対する責
任の所在が不明瞭となるなどの状況が見受けられるなど組織体制の見直しを図る必要が
ある。

昨年度策定した「白井市行政組織再編基本方針」に基づき、限られた職員数で多
様化する行政課題等に柔軟かつ的確に対応できる組織体制を構築するため、行
政組織の再編を行う。

平成30年度に部の再編など大きな組織改正を行ったが、持続可能な行財政運営
を推進するため、将来を見据えて統廃合を含めた組織体制を構築する必要があ
る。
そのため、平成30年4月より、行政組織再編検討委員会及び検討部会を設置し平
成31年度以降の組織の検討を行った。

１　平成３１年度（２０１９年度）の行政組織について
・総務部、企画財政部で３課（行政経営改革課、情報管理課、しろいの魅力発信
課）統廃合を行うことが提案された。
・上下水道課内の班の統合（維持管理班と計画建設班の統合）が提案された。
・市民環境経済部では、農業委員会事務局長の職を市民環境経済部長が併任す
ることが提案された。

２　係制・スタッフ制など組織体制について
・スタッフ制、係制ともそれぞれメリット、デメリットはあるが、市の現状や将来を考え
ると、係長としての責任感や長（リーダー）としての意識付けが求められる。
・係長の配置により、チェック機能の強化を図り、事務上のミスを減らす効果が期待
できる。
・係長という監督職の経験を踏むことで、将来の管理職となる人材の育成も期待で
きる。
・若手職員に対する仕事の進め方をはじめ人材育成の必要性を感じ、係長を筆頭
に組織として人材育成が行われることが併せて期待される。
これら検討委員会での意見を踏まえて、係制実施に向け、制度設計及びこれに伴
う関係例規の整理に時間を要すること、また65ある班に対して係長相当職の職員
の絶対数が不足していることなど、課題・問題点等を整理しつつ、平成31年度から
係制一部導入を経て平成32年度以降の実施を目指すことが検討された。

１　平成３１年度（２０１９年度）の行政組織について
２　係制・スタッフ制など組織体制について

平成 30 11 5

付議書（行政経営戦略会議）



■ □ □ □ （

部内会議や
関係課等と
の調整結果
（主な意見・
懸案事項）

【会議等開催実績】
・行政組織再編検討委員会　計４回（4/27、7/4、8/10、10/16）
・行政組織再編検討部会（総務部・企画財政部）　　計３回
・行政組織再編検討部会（市民環境経済部）　　　　計３回
・行政組織再編検討部会（福祉部・健康子ども部）　計２回
・行政組織再編検討部会（都市建設部）　　　　　　　計２回
・行政組織再編検討部会（教育部）　　　　　　　　　　計２回
・組織体制に関するアンケート（平成２９年１２月実施）
調査内容：現在の組織体制について、今後の組織体制について、職場風土、組織に対す
るアイデアなど、全１０項目のアンケートをプラコメを活用し実施
回収数：２７４件

◎検討委員会での意見
●行政組織について
・農業委員会事務局長と部長の併任については、農業委員及び農地利用最適化推進委
員との関係上、事務局の近くに座席があることが望ましい。また現場に出る機会も多く3名
（再任用含め）配置と主幹級の職員の配置をお願いしたいとの要望があった。（他市では
部長職が多い）
●組織体制について
・いろいろと整理する必要があるということはよく分かるが、検討委員会で係制にすると決め
たのだから来年度からできないか。
・一部試行という曖昧なことをやるとかえって整理がつかないこともあるので、提案どおり検
討期間と周知期間を確保した上で、H32からの実施でよいのではないか。
・きちんと整理し職員に周知した上でH32からの実施でよいと思うが、試行期間を設けてか
ら完全実施するというのは良いと思う。
・今の体制だと課長対個人（職員）となっていて、主任を飛ばして直接やり取りをしている。
これだと係長的な役割を果たすことはできないし、それがスタッフ制だと職員は理解してい
る。職員一人ひとりが担当ということで、分業制というのか、個人事業主になっている。係制
では係長が中心となり係全体を把握したマネージャーとなって一つのチームとして事務を
進めて欲しい。このようなことを含めてスタッフ制はこうだったけど係制はこうなるという説明
を職員にしたら良いと思う。

まで）

無

有 議員全員協議会（H30.12月広報・ＨＰ等 有 広報・HP（H31.4月）

有 白井市行政組織条例ほか 報道発表

スケジュール

参考情報 　全課

0 千円 （うち特定財源 千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

【今後の予定】
・平成31年2月　　　　第1回議会定例会に行政組織条例改正議案上程
・平成31年3月まで　係制の制度内容決定（係長の役割、職級・職務など）
・平成31年4月1日　 新組織体制始動
・平成31年4月以降 平成31年度（2019年度）以降の行政組織の再編の検討
・平成31年9月以降 係制移行に関する説明会

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

議会説明

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課






















